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アカウンタビリティの概念

堀 田 和 宏

Ⅰ はじめに

アカウンタビリティとは何かについて，これ

を語るとき，あるいはこれを定義づけるときに

は，「アカウンタビリティはカメレオンのよう

に変化する」という常套語がよく使われる。そ

れには，政治・行政，経済・経営，社会，会計

などの研究領域においてそれぞれに特有なアカ

ウンタビリティ概念を歴史的に保持していると

いう背景があり，また，それぞれの研究領域に

おける固有な解決すべき今日的課題の性質に

従ってアカウンタビリティ概念が変化している

現実があることを認めなければならない。一方

では，アカウンタビリティが要求される情況（政

治的，社会的，経済的）に従って，政治学，社

会学，経済学・経営学，会計学においてそれぞ

れのアカウンタビリティの概念とアカウンタビ

リティをめぐる諸問題が異なる。例えば，会計

学におけるアカウンタビリティは会計責任を果

たすための財務を中心とした報告と説明である

として差し支えないが，少なくとも民主制社会

における政治・行政の世界では，アカウンタビ

リティは倫理的な責任感の範囲にまで拡大して

理解されていなければならない。他方では，あ

る領域―非営利部門―においても，アカウンタ

ビリティは極めて現実構成的であるので，多く

の利害関係者の圧力と要求に従って，説明して

免責される義務から説明する責任（感）へと変

化し，その問われるべき内容も拡大し，深化し

ている事実を認めなければならない。

したがって，少なくともすべての研究領域で

共通のアカウンタビリティを定義することは困

難である。しかし，カメレオンといえども，何

らかの外界の作用によって肌色が変化するもの

である。アカウンタビリティも確かに掴まえ所

がない用語であり，不確実で多様な解釈と内容

とが混在しているが，何らかの情況に従って変

化してきた，あるいは変化する社会的な現実構

成的な産物であると言うことはできる。

そこで，多様に要求されてきたアカウンタビ

リティの拡大と深化の内容を理解し，容認する

ことができても，多くのジレンマを抱えた今日

の非営利組織におけるアカウンタビリティを概

念づけることは困難な作業である。

総じて言えば，今日非営利組織に求められる

アカウンタビリティは誰に対してアカウンタビ

リティがあるのか，それは政府行政において問

われるべき「パブリック・アカウンタビリティ」

に接近すること，何についてアカウンタビリ

ティがあるのか，それはパブリックが要求する

ことのすべてに応えることである。とくにそれ

は，いったい非営利組織は何をしているのか，

何を与えてくれているのかを説明することであ

る。社会的な費用によって支援され，運営され

る非営利組織が社会のために本当に役立ってい

るのか，改めて問われている時代が到来してい

るのである。多様に要求されるアカウンタビリ

ティは，今日の非営利組織が営利企業よりもさ

らなる社会的機能を期待されていることから生

じる，さらには，現代の非営利組織は準公的機

関としてのアカウンタビリティを問われる存在

と化したという点から生じる必然的結果である
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と言うことができる。

Ⅱ 非営利組織におけるアカウンタビリ

ティ概念

１ アカウンタビリティが問われる背景と諸要因

昨今の非営利組織におけるアカウンタビリ

ティが厳しく問われるには，それなりの背景が

ある。その背景には，次のような要因が働いて

いると考えられる。

１）非営利セクターの役割の増大

非営利セクターはいまや国（地方自治体を含

む）の行政・社会・経済の諸政策と実践のなか

の本質的な要素となってきた。国民総生産に占

める比率も増大し続けており，このような国民

経済に占める重要性から，非営利セクターは重

要な位置を占めている。そして，相当額に達す

る財政的な投入量からもアカウンタビリティに

対する関心を呼ぶことになった。成長拡大した

こと自体がこれに変化を与える結果となり，い

わば成功の代償としてのアカウンタビリティへ

の要請がますます高まってくるのである。

２）一般的な経済・財政環境の変化

国（国と地方自治体）の空洞化（税収の停滞，

公務員の職務能力の総体的低下，社会サービス

需要の増大による政府機能の無機能化現象）と

経済の長期的停滞によって，国の財政節減が非

営利セクターにも及び，公的資金の経済効果基

準（VFM）に焦点が当てられ，これに対するア

カウンタビリティが厳しく要求されてくる。

３）規制緩和の促進

主として営利企業サイドの政治的要請から，

税控除やその他の競争の「不公正」な優遇措置

に対する疑問が生じてきて，非営利セクターに

はこれらの優遇措置の正当性を示す論拠を求め

るアカウンタビリティ・プレッシャーが加わっ

てきた。政府機関も含めた制度的な寄附・補助

組織や民間団体や個人の支援者がまた，支援を

継続する条件として非営利組織のパフォーマン

スの具体的な測定方法を求め，提供した基金や

資金がどのように使われているのか，その情報

を求めてきた

４）非営利セクターへの不信

公共財や準公共財のサービスを利潤動機によ

らないで供給する存在として信頼を得てきた非

営利セクターにも，現実には他のセクターと同

じような背任行為や不正行為，あるいは経営者

の過剰報酬などのスキャンダルが発覚して，社

会的な指弾を受けるとともに，これらの行動を

法律や規制政策で抑止する必要が生じてきた。

アカウンタビリティに関する法制強化や規制強

化が具体的なアカウンタビリティ問題を持ち込

んでくる。他方では，もはや社会公益のために

存在すると主張してもその信頼性が薄れてきた

ので，一般社会が非営利組織のアカウンタビリ

ティに関心をもつべきであると考えるように

なってきた。非営利組織の側からも，このよう

な傾向に対して自らその存在の正当性を示す義

務が生じてきたのである。

５）多様な資金調達方法の必要性

資金を提供し，その資金を支出するある特定

の個人や団体がすべての活動を仕切るという傾

向はなくなってきた。今日では，ほとんどの非

営利組織は寄附行為から事業の展開まで各種の

資金調達を行っているので，資金調達の方法が

複雑になってきたことは確かであり，この複雑

な財務活動からアカウンタビリティへのさらな

る要求が高まるのである。

他方，とくに問題は，アカウンタビリティが

国および地方自治体の政府資金の供給に依存す

る事実から生まれる。この政府資金の供給がア

カウンタビリティに関する非営利セクターに

とって大きな意味をもつことになる。非営利組
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織は公共資金を受け入れた場合，その資金の保

護者からの権利の主張を受け入れなければなら

ない。公共機関と私的組織で責任が分担される

ことから，アカウンタビリティの厳しい問題が

出来する。公的資金は規制方法とアカウンタビ

リティの強要を伴うのが一般的となり，非営利

組織におけるアカウンタビリティは政府からの

資金を受け入れる社会的機関としての中心的で

永続的な特徴となる。

６）特定の利害関係者（資金提供者と利用者）

の要請の変化

アカウンタビリティの問題は，寄附者が資金

が与えられそれが高貴な目的を達成するのに役

立っているかどうかを見極める必要から発生す

る。他方で，募金活動の競争の中で寄附金を求

める非営利組織はインプットサイドの「顧客」

の要求に応える必要がますます増大してきた。

他方では，より批判的となっているコンシュー

マリズムの時代において利用者が求めるアカウ

ンタビリティの要求が厳しくなってきた。利他

主義に基づく古い温情主義ではなくて，利用者

が規定し供給者が供給するという新しい関係に

おいて多くの非営利組織は他の人とともになす

こと，他の人に奉仕することという挑戦を受け

ている。

２ アカウンタビリティ概念の拡大と深化

１）拡大の内容―何についてアカウンタビリ

ティがあるのか

伝統的なアカウンタビリティ概念は，通常は

財務の健全性と透明性を中心とする情報開示の

基準，内部統制と規制コンプライアンスの遵守

の行動の最低基準を規定することにその焦点を

当ててきたが，これだけでは十分に組織のパ

フォーマンスを把握することはできない。ま

た，これまでのアカウンタビリティは経営者や

ステークホルダーに対して，どのように組織が

そのミッションと目標を達成しているか，ある

いはパフォーマンスの不足や組織の失敗の結果

はどうかについてそれの測定方法を提供するも

のではない。さらには，制度上，非営利組織の

経営者に対して個人的な行動の説明責任を問う

が，組織がそのパフォーマンスについての説明

責任を問うことになっていない。

以上の諸点を充足させるためには，次のよう

な組織活動についてアカウンタビリティがなけ

ればならない。

①資源―非営利組織の経営者が基金と財産に

対する適切な代理人職能を果たし，これによっ

て組織の資源や資産についてのアカウンタビリ

ティを示す場合に，１つのタイプの公共の信頼

が満たされる。組織はその収支について説明す

ることができるか，虚偽，浪費，濫用を防止す

る適切な統制はあるのか，といった点へのアカ

ウンタビリティである。

②アウトカム―別のタイプのアカウンタビリ

ティは，組織が産出するアウトカムに焦点があ

る。サービスは意図した受益者に達しているの

か，これらのサービスはコストとの関係からど

れだけの便益を生み出したのか，これらの問題

は主として包括評価として知られる一種のプロ

グラム評価を通して提示される。

③プロセス―組織のプロセスに対するアカウ

ンタビリティがある。意思決定者は命じられた

手続きあるいは適切な自衛手続きに従ったか，

必要に応じて適切な専門的な判断をしたか，内

部の命令系統に従ったアカウンタビリティを確

保するようにどのような調整をしているか，こ

れらの問題はパフォーマンス監査や要素的評価

として知られる一種のプログラム評価を通して

提示される。

以上を別の面から整理すれば，次のような多

種のアカウンタビリティが求められるというべ

きである。

①財務的/正規のアカウンタビリティ―（ど

のような資金源からでも）資金の提供目的と資

金の使途の適正な使用に対して，支出が適正で
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あることに対する財務的アカウンタビリティで

あり，「誠実性と合法性のアカウンタビリティ」

と言える。これに制裁を含む「法的アカウンタ

ビリティ」が対応する。この財務的アカウンタ

ビリティはアカウンタビリティの諸問題が発生

するただ１つの領域にすぎないのであり，アカ

ウンタビリティプロセスの単純化したものであ

る。

②プロセスアカウンタビリティ―特定のプロ

ジェクトあるいはより一般的に組織の規約に

従って行動することに対して，適切な手続きに

従うことに対して「意思決定の手順とルール」

が守られるようにする「適正な手順・手続きに

従うことに関するアカウンタビリティである。

③プログラムアカウンタビリティ―特定のプ

ロジェクトあるいは一般的に組織の職務の品質

に対するアカウンタビリティであり，個人的な

プロジェクトの水準とより一般的な水準におけ

る組織の活動の質に焦点を当てるものである。

「プログラム/有効性アカウンタビリティ」と

も言うが，ある与えられた行動路線あるいは資

源の投資が意図された結果を達成するようにす

ることに関するアカウンタビリティである。

④プライオリティ・アカウンタビリティ―組

織が供給するサービスの「関連性あるいは正当

性」に関するアカウンタビリティである。クラ

イアント・受益者の需要が確認され適切に満た

されるという「消費者志向の時代」に適応する

必要に関連している。「適正な」「需要される」

サービスを供給しているかどうかという目的関

連性あるいは適切性に関するアカウンタビリ

ティであり，サービス提供の古い温情主義に対

して顧客主義に基礎を置くアカウンタビリティ

である。

なお，多種のステークホルダーその他のグ

ループはそれぞれにアカウンタビリティに関し

て違った関心をもっており，１つだけの場合も

４つのアカウンタビリティに関心をもつ場合も

ある。

２）拡大の内容―誰に対してアカウンタビリ

ティがあるのか

アカウンタビリティは非営利組織が公共（多

くのステークホルダー・行政・公衆・市民・コ

ミュニティ）に対してその存在の正当性を訴え

て，それを保持するべきものであるならば，非

営利組織にとってきわめて重要な戦略的作業で

ある。非営利組織は理事，寄附者，支援制度，

組織の諸目標に自己同化しているスタッフとボ

ランティアに大きく依存している。これらのス

テークホルダーは非営利組織が存在するために

必要な正当性が存在しなければ，非営利組織の

事業に貢献することはなく，その結果，支援，

スタッフ，組織の活力を確保する非営利組織の

能力に影響を与える。

そこでアカウンタビリティは複数のステーク

ホルダーが強調されており，アカウンタビリ

ティは多層であり，違った関係者に対して，多

様な活動とアウトカムについて，多様な方法を

通して多層であると指摘されている。この多次

元の性質がアカウンタビリティの主要な複雑性

の特質を生み出しているのである。この拡大し

たアカウンタビリティ概念は，階層アカウンタ

ビリティでの公式の義務によるか，より広い範

囲での選択によるかのいずれにしても，あるプ

ログラムや組織の多様な内部・外部のステーク

ホルダーから要求される情報を満たす段階に

至っている。

３）拡大の独自性と自律性―主観的アカウンタ

ビリティの重要性

拡大されたアカウンタビリティは階層関係以

外の報告・説明を含んで，義務というよりは選

択によって，組織の内外の他のステークホル

ダーに対する報告・説明を含むものとなってい

る。例えば，非営利組織の経営者は内部的には

スタッフやおそらくボランティアに対して，外

部的には利用者・受益者，あるいは各種の業界

団体に対して一般的なあるいは特殊なパフォー
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マンスアカウンタビリティ情報を提供するとい

う選択をするのである。さらにはこの経営者の

支持によって，またプログラム管理者がこのよ

うな任意のアカウンタビリティ関係を構築する

こともある。

このアカウンタビリティの拡大は，利他主義

か何らかのイデオロギーに動機づけられている

か，あるいはプログラムの成功や組織の長期的

パフォーマンスの成功を念頭に置いたものであ

ろうが，その伝達手段は管理的アカウンタビリ

ティ（行動とパフォーマンスの技術的情報）で

ある。他方でも，組織の統治機関もまた直接の

政治的関係以上の広範囲のステークホルダーに

情報を提供する選択をするかもしれない。この

場合の動機はやはり単純に「正しいことをする」

主義であるかもしれないし，政治的支援を構築

するという長期的計慮によるかもしれない。

以上のように，アカウンタビリティ概念は，

強制的なアカウンタビリティ（与えられた責任

に対する報告をする要求）の階層モデルと，あ

るプログラムや組織の内部と外部の多様なス

テークホルダーに関連する情報を「任意に」開

示する裁量的なアカウンタビリティの両方を含

むのである。

いずれの動機にしても，このように，誰にア

カウンタビリティをするのかについては，組織

の経営者の裁量による選択，あるいは戦略によ

る選択によって異なることに留意すべきであ

る。現代のアカウンタビリティ・フレームワー

クはその核である階層アカウンタビリティ・モ

デルを拡大して，義務か選択かによって，組織

のプログラムの情報開示や多様な内外のステー

クホルダーの情報要求を充足することに関して

報告・説明の責任を有する経営者が決定するこ

とも含むものとなっている。

そこにこそ法制や行政規制の強制や義務によ

らないで，非営利組織の事業展開の独自性と自

律性に基礎を置くアカウンタビリティが期待さ

れるのである。

Ⅲ 非営利組織に求められるアカウンタ

ビリティのジレンマ

１ アカウンタビリティに関わる非営利組織の

特異性

１）外部ステークホルダーの多様性

非営利組織には多くの時には対立する多数の

外部集団に対してアカウンタビリティが求めら

れる。非営利組織は多数の外部集団に対して各

種調達資金の利用，ミッションとプロジェクト

の推進，委託サービスの供給について責任を

負っているが，この外部集団とは多数の段階の

行政団体，寄附財団，他のボランタリー組織，

コミュニティ，クライアント/利用者などであ

り，それぞれが対立する集団であり，ある集団

のなかでも違った要求で衝突が起こることも考

えられる。外部の多様なステークホルダー，と

くに行政の規制当局，資金提供者，場合によっ

ては社会的・政治的圧力を加える有力者が相互

に作用し合っている。ある集団へのアカウンタ

ビリティは別の集団へのアカウンタビリティと

は衝突する可能性がある。

２）内部組織の複雑性―アカウンタビリティの

分散性

非営利組織は２つ以上の管理系統をもつ。営

利企業では株主−取締役会−執行経営者のトッ

プダウンの階層権限ラインがあり，これに従っ

て下から直系のボトムアップのアカウンタビリ

ティがあるが，これとは違って，非営利組織で

は直系のアカウンタビリティの外に別の階層ラ

インがある。

１つは専門スタッフの存在である。専門家が

サービスを提供する非営利組織では，専門的・

管理的な問題の調整と割り当ての責任がトップ

マネジメントではなくて，専門家の機関や専門

家が参加する理事会その他の委員会に移ってい

る。そこでは，専門家の形成する管理階層が存

在する。さらに，専門家は専門家の階層や各種
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の委員会の下に集合するが，この種の組織は理

事会・経営者・市民・サービス利用者には直接

あるいは単独ではアカウンタビリティを負わな

いものである。

２つはボランティアの存在である。無償のボ

ランティアは組織の責任者に対し責任を負うの

かどうか判らない。今日のボランタリー組織は

ほとんどが少数の中核スタッフと多数のボラン

ティアの特定プロジェクト集団から構成されて

いるが，この集団は特定の管理業務を担当して，

これに対してはボランティアが直接に責任を負

うのであるが，その後にこの集団は上級の執行

経営者と強いアカウンタビリティ関係を結ぶこ

とになるかどうかが不確かである。

３）サービスの質の評価

非営利組織が主として供給する公共財・準公

共財の社会的サービスには，サービスの有効性

の定量的あるいは限定的な測定方法と評価方法

が絶対的には存在しないから，サービスの内容

とサービスの質について，あるいはサービスの

有効性についてそれぞれの利害関係者によって

認識度が異なるし，確定的なアカウンタビリ

ティをすることができない。

２ 拡大し深化するアカウンタビリティのジレ

ンマ

１）広いアカウンタビリティから生じる実践上

のアカウンタビリティ問題

先に示したように，今日のアカウンタビリ

ティは広いかつ深い範囲のアカウンタビリティ

にまで及んでおり，その極には非営利組織の組

織が掲げるミッションの遵守と組織が社会に還

元する有効性につての実証をすることが求めら

れている。このような広い概念になると，アカ

ウンタビリティの概念はますます主観的とな

る。それぞれの利害関係者がそれぞれ違った点

が正しいと考える。その結果，広くアカウンタ

ビリティを考えると，アカウンタビリティのコ

ンフリクトを解決するのが困難となる。

現実に，非営利組織を取り巻く関係者には，

法的手続きを介した政府規制当局，同業自主規

制を介した非営利セクターないしは非営利産

業，ミッション支配の確執とプログラム有効性

の確保をめぐる利害関係者（寄附者・メンバー・

スタッフ・クライアント，契約資金提供者など），

組織活動の社会的価値を明らかにするための情

報開示と測定・評価の実践を介した一般公衆（納

税者・市民）が含まれる。

そこで，どの範囲までアカウンタビリティの

諸問題が及ぶのか，それを測ることが難しいの

は，このような多様なステークホルダーがそれ

ぞれの要求を訴え，期待を抱いている組織であ

るからである。組織内，組織間，そして非営利

組織と政府，資金提供者，公衆との関係におい

て，契約関係，ボランタリー関係，あるいは広

い意味での政治関係という相互関係が存在して

いる。これらのことから，非営利組織の経営を

めぐって，例えば，寄附財団は会計基準と最良

の実践方法を求める，クライアントは反応性と

感受性を求める，寄附者と消費者擁護団体は情

報開示を求めることになる。

このように，アカウンタビリティは相関性を

もっており，それは非営利組織とアカウンタビ

リティ環境の相互関係がどのようになっている

かという文脈においてのみ適切に理解されるも

のである。報告書やその他の監視方法を通して

行われる資金提供者へのアカウンタビリティ

は，組織のミッションへのアカウンタビリティ

とは相容れない場合がある。例えば，資金提供

者の目標と非営利組織のそれとが一致しない場

合，非営利組織は資金提供を断るよりも名目的

にしろその目標を変更する動機を強くもつこと

がある。同じく，資金提供者へのアカウンタビ

リティと利用者やコミュニティへのアカウンタ

ビリティとの間には緊張が見受けられる。この

ようにして，アカウンタビリティは組織間ある

いは組織内の相互関係の産物であると見なすこ
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とができ，それは支配的な有力集団や関係者の

利益において歪められる可能性が高いものであ

る。

さらに詳細に観れば，アカウンタビリティを

めぐるジレンマやテンションと言われる問題点

は随所に見受けられる。例えば，事業経営の効

率的ボトムラインへのアカウンタビリティとコ

ンプライアンスへのアカウンタビリティの間，

あるいは効率的経営へのアカウンタビリティと

共同体（地域や国）利益へのアカウンタビリティ

との間，社会福祉関係支出額で測定・評価され

るコミュニティ利益へのアカウンタビリティと

国レベルの資源配分の視点から判断されるべき

アカウンタビリティとの間，政府援助が削減さ

れた場合にも献身的にミッションを遵守すると

のアカウンタビリティと営利活動領域から遠ざ

かることのアカウンタビリティとの間，寄贈者

の意志を遵守していることへのアカウンタビリ

ティと組織がもっとも生産的で高い社会的便益

を産出すると考えて寄贈資源を管理することへ

のアカウンタビリティの間のテンションであ

る。

２）多様なアカウンタビリティに対応する際の

問題点

①経営者の裁量による選択の偏向

多様なアカウンタビリティに対応する際に，

組織の経営者において状況適合的な対応，ある

いはある有力集団の要求と期待にだけ応えるア

カウンタビリティに傾斜する危険な選択が行わ

れる。結果として，ミッションと目標の遵守を

証明するアカウンタビリティを軽視することに

なり，あるいは内部組織における権限ラインを

踏まえないアカウンタビリティが発現する。

②支配的関係集団による吸収と目標の変更

とくに公益性の高い法人に対する規制・制裁

を伴うアカウンタビリティが過剰に要求される

ことから生じる問題がある。たしかに非営利組

織もすべてが善ではなく，アカウンタビリティ

の具体的な内容の考察が必要であると一般に理

解されてきた。このために，情報公開や報告制

度などによる監視と規制の強化が１つの解決策

としてますます制度化されてきたのであるが，

その一方では，このような規制と制裁の伴うア

カウンタビリティは当然に善であるという規範

的仮説に立つのではなく，過剰なアカウンタビ

リティの危険が潜むことも考慮されるべき問題

点である。それには次のような具体的な問題が

生じるからである。資金提供者と規制当局が監

視権を濫用する可能性があり，とくに規制者が

それ自身規制されていない場合が顕著である。

資金提供者や規制当局が資金の停止，条件の強

要，失敗や違反に科す制裁などの権力や勢力を

もっている場合にはとくに現実の問題となる。

この種の措置はもちろん場合によって適正であ

るかもしれないが，社会福祉や社会発展，ある

いは公益推進活動に付随する複雑性，不確実性，

長期的な枠組みを評価しない場合が見逃される

危険がある。非営利組織は資金提供者や規制当

局が吸収したり目標の偏向をさせる危険に遭遇

するのである。

③非営利組織の独創性・自立性の喪失

とくに小規模な非営利組織においてある種の

行動を統制する法制度や方法が反対に非営利組

織の実験と革新を妨げる可能性がある。また強

い画一化されたアカウンタビリティへの強要は

非営利組織の多様性と独立性と革新性とを犠牲

にする。この点はとくにアカウンタビリティに

対する外部規制の方法について適合する。資産

の私的流用を防いで合法的な社会的利益を守る

規制と，思想や行動の独創性と独立性のような

非営利組織のもっとも価値ある品質を抑圧する

規制との間には微妙なジレンマが存在する。

④アカウンタビリティの高いコスト

アカウンタビリティの要求に従うことは費

用，時間，技術についてのコストを高くする問

題がある。昨今の「内部統制制度」に関わる組

織が負担するコストの議論と同じ問題が生じ
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る。多方面からのアカウンタビリティ要求に応

えるには新たな別の作業が必要となる。多数の

機関や団体にそれぞれ異なった報告書と計算書

を提出するなどの時間の支出であり，このコス

トの問題はこのような付加費用をアカウンタビ

リティを求める利害関係者が考慮に入れないと

いう事実によって大きくなる。多様なアカウン

タビリティ要求に応ずる関係コストは今後さら

に重大な関心事になるに違いない。

⑤公共の信託，公共の利益と下方アカウンタ

ビリティとの不一致

アカウンタビリティを監視団体や公衆一般に

拡大するとしても，そのことでミッション遵守

とそれに基づく目標達成という公共の信託と公

共の利益の達成についてアカウンタビリティを

果たしたと言うことはできない。なぜならば，

これらの関係者の利益が一般社会の利益と一致

ないしは一般社会の利益と同一の範囲内にある

とは限らないからである。したがって，アカウ

ンタビリティ全体を高める方法として提案され

るアカウンタビリティの「誰に」の側面を過度

に拡大することは，アカウンタビリティを歪め

てしまう可能性が極めて高いのである。

要するに，サービス提供者として有効に遂行

することを要求される組織としての諸特性と，

社会の変革と制度の発展の触媒として遂行する

ことを要求される特性との間には潜在的な矛盾

があり，いわば個別経済的アカウンタビリティ

と国民経済的・公益的アカウンタビリティとの

ジレンマであり，端的には効率性アカウンタビ

リティと有効性アカウンタビリティのジレンマ

であるということができる。

Ⅳ 今日の非営利組織に求められるアカ

ウンタビリティ

１ 基本的なアカウンタビリティの確認

非営利組織は公益目的で設立され，多様な方

法で資金調達をし，多くの多様な，しかも重要

な利害関係者が関与する組織である。その結

果，非営利組織は多くの「プリンシパル」に囲

まれる。サービスを供給する市場，寄附提供者，

信念によって労働を提供するボランティア，契

約収入や優遇税制を与える政府，さらには，ミッ

ションの恩恵を受ける市民，独自の規範と価値

観を固守する専門職に取り囲まれ，それぞれに

対して責任を負う存在である。非営利組織は多

様な利害関係者が，ときには対立したり衝突を

するそれぞれの要求と期待の環境の下で行動す

る組織である。それぞれの利害関係者はそれぞ

れ違った点が正しいと考える。そこで，健全な

内部の組織統治，経営の効率性，財務の誠実性，

不正行為の防止，それにミッションの遵守と組

織有効性の実証までがアカウンタビリティとし

て要求される。このようにアカウンタビリティ

が広い範囲に及ぶと，アカウンタビリティのコ

ンフリクトを解決するのが困難となる。アカウ

ンタビリティの優先順位とアカウンタビリティ

に要するコストの問題が生じ，また包括的で体

系的なアカウンタビリティを構築するという挑

戦的な課題が生じる。

これらの複雑性から，「誰が」「誰のために」

「何のために」「何をどのように」というアカウ

ンタビリティの内容に関わる問題が輻輳する

が，今日の非営利組織に求められるアカウンタ

ビリティから，少なくとも４つの基本的な含意

を確認することはできる。

１）財務の誠実性と透明性の確保

本来的に金銭の計算の報告であり，財務的な

責任を意味する。ただし，そのほかに過剰積立

ての制限など財務健全性に関する特定の基本原

則を要求されるという問題が残る。

２）よきガバナンスの構築

健全な非営利活動は，主として内部のガバナ

ンスの構造によって決まる。したがって，法律

は受託者に対して忠実義務と注意義務を要求
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し，理事（会）や経営者には管理者とスタッフ

の監視責任を課している。一般的には最善実践

指針があり，政策策定と意思決定のプロセスに

ついて合意がなされている。しかし，利用者，

スタッフ，寄附提供者，コミュニティ，一般公

衆が組織の意思決定への役割参加をますます要

求してくることから，これらの利害関係者に対

してガバナンスの役割をどの程度与えるべき

か，どの程度の透明性が適切なのかの問題が残

る。

３）寄附者を含む資金提供者の意図とミッショ

ンの遵守

古典的なアカウンタビリティは，何よりも資

金提供者への答責性を重視するが，今日の非営

利組織アカウンタビリティの議論においては，

アカウンタビリティは組織が掲げるミッション

への忠実性にも用いられるようになって，アカ

ウンタビリティは広い意味での政治的な意味合

いを含むようになってきた。

４）有効性と公共の信頼の立証

アカウンタビリティのもっとも広い概念とし

ては，組織の公益活動の有効性に及んでいる。

しかし，何が組織の有効性を構成するのか，究

極的な公共利益か，その公共利益を促進させる

活動に関してか，いまだに合意は得られていな

い。他の社会的要素が組織の成果に対してかな

りの影響を与えるのに，非営利組織がどのよう

にしてその成果を単独で主張できるのか。複数

の慈善活動組織が募金や利用者を求めて競争す

ることは公共利益にとって良いことなのか悪い

ことなのか。このような疑問の解答を得ないま

まに，法令が非営利組織活動に関する情報開示

を要請していることから，非営利組織は一般公

衆を含めたすべての関係者にその決定と行動が

正当であると示す必要に迫られている。した

がって，最終的には，非営利組織が掲げるミッ

ションが公益性が高いがゆえに特殊な多数の優

遇措置を許されていることに対してアカウンタ

ビリティがあり，このミッションを達成して社

会的便益を供給しているという正当性に関して

アカウンタビリティがあることになる。

以上のような状況から，非営利組織には特別

な負担が課せられる。非営利組織は単にプリン

シパルたちやマスターたちを幸せにするだけで

は成功したことにならないのである。公共財や

準公共財の供給者として，真理，美，社会正義，

福祉の擁護者や探求者として，民主化活動の代

表者として，営利企業に代わる信頼される財・

サービスの供給者として，社会の中で特殊な事

業をするためには，非営利組織は現代社会にお

いて高い程度の自治を要する特殊な制度上の

ニッチの位置を占めなければならないのであ

る。非営利組織には政府，市場，あるいは特定

の利用者に対してすべてのアカウンタビリティ

があるとは考えられていないけれども，自らが

組織有効性を示すことが求められる。自らに誠

実であることで特殊な地位を確保し，外部の利

害集団が求めるよりも厳しく内部の価値体系を

保持することによって，その有効性を示さなけ

ればならないのである。これが非営利組織のア

カウンタビリティが抱える包括的な挑戦的で戦

略的な課題である。

非営利組織を取り巻く多様な利害関係者の期

待と需要はしばしば対立するし，矛盾すらして

いる。そこで，非営利組織は正当な期待を受け

入れる必要があり，それらの期待を適正な基準

として設定して，それぞれの期待が他の期待と

一致するように，ひいては組織が遵守すべき

ミッションと一致するように対処する戦略的な

アカウンタビリティが必要となる。

ただ，アカウンタビリティを明確に限定する

際に生じる問題は，アカウンタビリティが社会

的に構築されるという性質から生じるだけでな

く，時代の推移とともに変化する複数の利害関

係者が要請するアカウンタビリティに遭遇する

という事実からも生じるものである。したがっ
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て，アカウンタビリティとは，組織がその行動

について説明をする外部から求められる手段

（例えば，法律の義務，明示的な報告・情報公

開の要請など）であり，同時に，組織が組織の

ミッション，目標，目標達成活動を継続的に具

体化し，それらを詳しく点検して内部の責任を

取るときの手段（例えば，意思決定プロセスの

合法性，ミッションと達成行動の整合性，自己

評価・第三者評価による正当性の開示）でもあ

ると定義することができる。こうして，非営利

組織は外部から加えられるアカウンタビリティ

と，内部から生まれるアカウンタビリティの間

の複雑で継続的なバランス行動の中で動くこと

になる。

以上から，今後の非営利組織のアカウンタビ

リティのあるべき方向は，次の諸点にあると考

えられる。

２ 組織内部のアカウンタビリティ体制の確立

現在の法的枠組みが全く不完全であったとし

ても，完全な改正を求めることは正しい方策で

はない。不正行為や背任行為に対処するとして

広い厳しいアカウンタビリティの諸規則に改正

するべきではない。確かに法制の改革を唱える

ことは一見魅力的である。しかし，法律，規則，

報告要件などの外部が要求するアカウンタビリ

ティはアカウンタビリティ問題の一面でしかな

い。法律や規制それ自体は最小限の共通の行動

基準だけを示しているのであって，アカウンタ

ビリティのメカニズムとしては適切でない。し

かも，法律はコンプライアンスを遵守しない場

合に制裁効果を与える外部的規制手段であり，

組織内のアカウンタビリティの内部化を促進さ

せるものではない。むしろ，適正な手続き

（デュー・プロセス），業績達成活動の測定・評

価，自己評価などの内部統制メカニズムが適切

なアカウンタビリティ手段であることを銘記し

て，この種の「内部統制」の仕組みを構築する

ことである。法制に従うだけでなく，自己評価

等の内部統制の制度を整備して非営利組織とし

ての組織の中のアカウンタビリティの内部化を

進めることである。

３ 内発的アカウンタビリティの促進

非営利組織の存在理由は，情報の非対称性の

下での市場の失敗を矯正することにあるので，

非営利組織は潜在的な利害関係者も含めて，こ

れら利害関係者に関して信頼性を担保すること

によって一体化することに注力しなければなら

ない。情報の非対称性の存在は非営利組織形態

の財・サービス供給を正当化するものであるが，

反面において経営活動の有効性を監視し，統制

することを困難にするので，経営活動に関する

アカウンタビリティを曖昧にする要因である。

だからこそ，モニタリングする利害関係を組織

化して，信頼性を担保するモニタリングの仕組

みを整備することが非営利組織の少なくとも長

期的な利点となる。つまり，非営利組織は市場

の失敗によって存在しているから，市場以上の

内外のモニタリング用具を備えることが非営利

組織にとって利益である。

１）法律，規則，報告要件などのアカウンタ

ビリティへの外部的アプローチはアカウンタビ

リティ問題の一面でしかない。法律や規制それ

自体は最小限の共通の行動基準だけを示してい

るからアカウンタビリティ・メカニズムとして

は適切でない。しかも，法律はコンプライアン

スを遵守しないゆえに制裁効果をもつ外部的規

制手段であり，組織内のアカウンタビリティの

内部化を促進させるものではない。自己評価，

パフォーマンス評価，自己規制，参加的決定プ

ロセスなどの内部組織メカニズムが同様に適当

な手段である。

２）アカウンタビリティ問題はプリンシパル

―エージェント理論が示唆するよりも複雑であ

り，非営利組織の行動は複数のプリンシパルと

その利害に影響されると同時に組織自体のミッ

ションと価値観にも影響される。非営利組織に
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とっては，そのミッションの誓約は内部的アカ

ウンタビリティを展開する際の焦点を提供する

重要な機能を果たすものである。なぜなら，基

底にある組織理念と組織を代表する人たちの行

動との間の言語上の連携を提供するのがミッ

ションであるからである。この意味で，ミッ

ションは，プリンシパルによる外部圧力よりも

行為者の内発的動機を強調するがゆえに，アカ

ウンタビリティに対して倫理的あるいは価値基

準の次元を付け加えるものである。それはまた

組織の業績達成活動とその発展状況を判断する

基礎を提供する。換言すれば，アカウンタビリ

ティは内部的であり外部的であり，単に外部統

制を含むのでなく，「痛切に感じる責任」を含む

ものである。このアカウンタビリティに関する

視点は，従来の権限と統制の関係を崩してアウ

トカムに対する集合的責任のために協同するよ

うなプリンシパルとエージェントの間の共有す

るビジョンを構築することを意味している。一

方向に強制されるのではなくて協同して生み出

される相互の責任感を発展させることである。

４ 利用者・受益者アカウンタビリティの承認

コンシューマリズムの潮流の中で顧客サービ

スが営利企業の経営管理における支配的な視点

となり，この視点が非営利組織にも浸透してき

た。顧客に製品・サービスを供給する組織は顧

客のニーズに応えるために再設計され，またリ

エンジニアリングされるべきであるとの経営管

理論に刺激されて，非営利組織の領域において

も優れたアカウンタビリティ管理が重要な課題

となってきたのである。非営利組織において

は，このコンシューマリズムはパターナリズム

に代わるべきものとして，非営利組織の事業の

展開に根本的な修正を求めるものである。すな

わち，哀れみ助ける慈善や施しの温情主義では

なくて，利用者/受益者が決定し，供給者が提供

するという新しい関係において利他的に奉仕す

ることを求められているのである。顧客に対す

るエンパワメントを基礎とするアカウンタビリ

ティが必要なのである。

ここでは，コンシューマリズムは「普通の人

に配慮する」という種々な要求のことを言う。

これは多くのボランタリー（そして法令上の）

福祉組織に対して厳しい挑戦を突きつける。人

のために仕事をする，良い方法を知ってよりよ

く実行するのではなくて，多くのボランタリー

組織は他の人とともに仕事をするように，ある

いは古い温情主義の方法ではなくて利用者が決

定し供給者が提供するという新しい関係で他人

に奉仕することさえ突きつけられているのであ

る。

さらに，非営利組織にとって，顧客とは利用

者/受益者だけでなく，寄附や支援を提供する

利害関係者を含む。これらの顧客のニーズを確

認し，それを充足させる職能を遂行するように

ますます大きな圧力を受けている。支援団体，

助成財団はより詳細なアウトカム測定方法を要

求し，より進歩的な経営管理制度の導入を要求

し，ますます増大する報告要件の遵守を求めて，

ガバナンス機構についてもガバナンスの多様化

と質の向上を求めて，非営利組織のアカウンタ

ビリティを要求してくるのである。この種の利

害関係者に対しては理事招聘などを通して組織

の政策に関する参加と関与を認めなければなら

ないであろう。

５ パブリック・アカウンタビリティの必要

一般社会は非営利組織の利害関係者なのであ

ろうか。利害関係者とは，ある組織の計慮，資

源，アウトカムについて何らかの要求をするこ

とのできる個人，集団，組織のことであり，ま

たそのアウトカムに影響を受ける個人，集団，

組織のことである。政府の利害関係者として，

「公民と納税者」を挙げることはできるが，彼

らは非営利組織の利害関係者の中に含めること

ができるのか。公民と納税者は政府機関にとっ

て重要であるが，彼らが非営利組織との関係に
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おいては同じように識別できかつ確認できる役

割を果たすものではないことは確かである。全

体としての公民と個別組織としての非営利組織

との間の関連は分散的であり広範に及びかつ浅

いので，公民は非営利組織とは利害関係者の関

係にはない。

他方，納税者と政府との間の利害関係は政府

と利用者との利害関係とは全く異なる。公民は

投票者として公共部門のアウトカムの形成と方

向について政府と責任を共有する存在である。

また，公益は個人の利己利益の集合ではなくて，

共有価値についての対話の結果である。した

がって，政府は単に利用者の需要に応えるので

はなくて，納税者との信頼と協同の関係を構築

することに務めるものである。

表面上は，全体としての納税者と一般の非営

利組織との間の関係は納税者と政府とのそれと

は同じではない。しかし，非営利組織は社会が

承認してきた有形の便益を受け取るがゆえに納

税者に対して明らかな義務を負うものである。

優遇税制，寄附金控除などの便益を受ける以上

は，非営利組織はその直接の利害関係者だけで

なく，納税者に表象される一般社会に対して，

公の財政収入になるはずの資金をどのように使

用したのか回答することが求められる。

これらの関係があるがために，納税者と公民

としての一般社会は非営利組織の極めて大きな

利害関係者の一員であると言うことができる。

さらに，優遇税制以外にも，政府は非営利部

門に認められた社会的特権や権利を保護するた

めの司法・法令などを制度化するインフラ・コ

ストを負担している。これに対する反対義務が

課せられるべきである。

非営利組織は法的には私的実体であるが，非

営利組織への相当な優遇税制があるだけでも，

真の私的実体ではない。したがって，政府の納

税者と公民に対するアカウンタビリティに類似

するアカウンタビリティを非営利組織自らが一

般社会に向けて果たすべきである。この場合，

政府において発展してきた公報の理論と実践と

が非営利組織にも適合すると考えられる。

また，公的資源，税金，寄附控除など相当な

公共投資がなされている以上，このような公共

の資源の受託責任者としての非営利組織の役割

に関するアカウンタビリティとして，非営利組

織の public accountability の概念が提唱されて

いることも注目される。この非営利組織に求め

られるパブリック・アカウンタビリティは，政

府の事業がますます準公共機関や非営利組織に

委譲されてきた今日では，非営利組織がますま

す「影の政府（shadow government）」の機能を

担っているのに行政事業と同じ納税者や公民に

対するアカウンタビリティに服さないことが問

題である。逆に言えば，改めて政府の責任問題

としても重大な関心事でなければならないので

ある。

６ ミッション・ベーストのアカウンタビリ

ティの充実

非営利組織のアカウンタビリティは，組織の

ミッションの達成プロセスと達成結果と達成効

果について，広く社会に対して報告と説明をす

る内容で構成されていなければならない。多様

な利害関係者の対立や矛盾がある場合，組織や

それを代表する経営者はその組織の行動につい

てそれぞれに違った報告と説明をしたり，違っ

た説明や証明をする可能性があり，ややもする

と他の利害関係者を犠牲にして資金提供者や規

制当局に向けてアカウンタビリティを果たす傾

向にあるが，むろんそれは本来のあるべき姿で

はない。

非営利組織にとって業績達成活動の成果の是

非は，組織が自ら掲げたミッションを達成した

かどうかである以上，非営利組織に求められる

究極のアカウンタビリティは忠実に組織のミッ

ションの本旨に沿って誠実にかつ専心的にミッ

ションの達成に努力しているかどうか，その達

成プロセスと達成成果と達成効果に対して応答
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することである。近時，営利部門と競合したり

協同する度合いが高くなっていることから，こ

の点が喫緊の問題となってきた。今日の非営利

組織は，財政的・社会的な重圧の下で，組織を

経済的・財務的に成功させることに専念するあ

まり，おそらくは意図しない間に組織の本来の

ミッションを傷つけていく危険がある。

言うまでもなく，非営利組織はミッションの

達成に対するアカウンタビリティがある。ミッ

ションがあるがゆえに設立され，特殊な社会的

優遇を許されていることに対してアカウンタビ

リティがあり，最終的にはミッションのもたら

す便益を達成するという全体としての社会に対

して責任を有するものである。経営を運営する

指導者たちは法的には理事（会）である組織の

受託者に責任があるが，この受託者は必ずしも

特定の利害関係者から選任されているのではな

く，ミッションに反映された社会的利益の代理

者であるべきである。非営利組織のアカウンタ

ビリティについて最終テストは，外部の利害関

係者それ自体ではなくて，理事会の統治機関（理

事会）とともに組織それ自体の制度としての

ミッションに関して内部的に説明する責任を果

たすことであろう。

ただし，非営利組織はコミュニティや資金源

に対するよりも自らのミッションに対してアカ

ウンタビリティがあるとするこの視点を主張す

ることは，コミュニティに対する広い―しかし

間接的な―アカウンタビリティとは別の戦略を

表しており，ミッションが広い交渉によって希

釈されないようにすることによって組織のミッ

ションとある政治的関係を維持し強固にする戦

略を主張しているのである。

７ 協同アカウンタビリティへの進展

非営利組織にとっては，そのミッションの誓

約は自発的アカウンタビリティを展開する際の

焦点を明らかにする重要な役割を果たしてい

る。なぜなら，非営利組織の基底にある規範と

原則と非営利組織の代表者たちの行動との間を

結び付けるのがミッションの誓約だからであ

る。この意味で，ミッション誓約はいろいろな

プリンシパルによる外部圧力よりも参加や関与

をする関係者の内発的動機を誘発するので，

ミッション誓約はアカウンタビリティに関して

倫理的あるいは価値基準の別の次元を加えてく

れるのである。言い換えれば，アカウンタビリ

ティはプリンシパルから要求される外圧的アカ

ウンタビリティであると同時に参加や関与をす

る行為者たちから自発的になされる内発的アカ

ウンタビリティとがあり，単に外部統制を含む

のでなく，「強い責任感」を内包するのである。

このアカウンタビリティに関する視点は，従来

のプリンシパルとエージェントの間の権限と統

制の関係を超えて，一般社会に対して多様な利

害関係者たちがアウトカムに対する全体責任を

果たすための協同アカウンタビリティを構築す

ることに繋がる。一方向から強制され，一方向

に導かれるのではなくて，協同して生み出され

る相互の責任感を発展させることである。

Ⅴ むすび

非営利組織には次のような社会経済的機能と

責任が期待（予定）される。

①非営利組織特有の寄附行為者（含む：ボラン

ティア労働）とミッション誓約に対する受託

責任。

②非営利組織が供給するサービスの質量の測

定・評価に弱い利用者・受益者の信頼に応え

る責任。

③非営利組織が準公共財・関係財の性質をもつ

サービスを供給することに対する社会公共的

責任。

④非営利組織が組織自体の持続性を確保するこ

との組織維持責任。

とりわけ非営利組織の本来の求められる（予

定される）機能は，政府事業と営利企業とは別
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の社会経済的機能であり，それは需要反応性と

供給信頼性を満たす機能である。このような期

待と信頼に反して，非営利組織自体がもつサー

ビス特性や経営・管理上の特性から，さらには

いくつかの現下の状況から，意外にもマイナス

機能―モラルハザード―をもつ可能性がある。

したがって，今日のアカウンタビリティは多

様な利害関係者がそれぞれなりの経営への統治

力を確保できるように経営の透明性と公正性を

証明する責任であると言える。

①単なる外部からの監視や事後の説明責任（情

報開示など結果責任）ではなく，経営機関の

行動と経営管理―経営行動の意思決定の仕組

みと過程（事前計画・管理過程）とその結果

―に対する情報開示（ディスクロージャー）

をすることでアカウンタビリティに応えるこ

と。プログラム・経営管理プロセスの監視と

評価，目的との関連を見る有効性評価に関す

るアカウンタビリティへ

②この場合，プログラム評価の中心はパフォー

マンス測定・評価に移ること。リアルタイム

評価・モニタリングに対するリアルタイムな

アカウンタビリティへ

③そのためには，情報のコミットメント機能（情

報の共有化）を充実させること。とくに非営

利では財務的情報以外の非経済的・非財務的

評価（プログラム・プライオリティ有効性・

組織効率等）が前提となり重要となる。例え

ば，評価（プログラム評価・パフォーマンス

測定評価）を共有するオンブズパーソンなど

参加する「ワーキンググループ」の編成シス

テムを設計するなどである。

④組織自体の維持・存続のために，ボランタリー

なアカウンタビリティが重要性を増すから，

自ら積極的な情報の共有化と情報の開示が求

められる。

⑤非営利組織が存在する背景とその理由からし

て，そして現状の与えられた役割と機能から

して，最終的には，非営利組織は政府行政の

世界で認められる「パブリック・アカウンタ

ビリティ」に接近するアカウンタビリティへ

の志向努力が求められる。
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